The meaning of the Income Category System in Japanese Income Tax Act : Responding to the Changing Business Environment by Morishita, Mikio
－239－
岡山大学経済学会雑誌 48（3），2017， 19 〜 34
《論　説》
所得税法における所得分類の現代的意義
―20 世紀型所得分類課税方式の課題―
森　　下　　幹　　夫
１　はじめに
　我が国の所得税法は，個人の所得を課税物件としている（所得税法７条）。この「所得」とは，一般
に，個人の担税力を増加させるすべての経済的利得をいうものとされ（包括的所得概念），所得税法は，
所得をその性質に応じて分類した上で，それらに対する所得金額の計算・課税方法を定めている。
　具体的には，所得税法は同法23条から35条において，①利子所得，②配当所得，③不動産所得，④事
業所得，⑤給与所得，⑥退職所得，⑦山林所得，⑧譲渡所得，⑨一時所得，⑩雑所得という10種類の所
得についての規定を置き，それぞれの性質に応じた「所得の金額」の計算方法を定めるとともに，それ
らの各所得間で損失等の通算を行って「総所得金額」等を算出するという「総合所得税」制度を建前と
している。
　包括的所得概念の下で複数の所得分類を設けるという制度設計は，理念的には，各種所得の担税力の
相違を加味した所得計算，勤労性所得軽課・資産性所得重課という課税の公平確保を目指す近代の租税
原則に立脚するものである。しかし「総合所得税」の原則は次の２点において重大な修正を受けている。
１つは損益通算の制限，もう１つは分離課税制度の存在である。
　他方，近年の経済活動の多様化・グローバル化，特に金融・IT分野における取引手法の高度化・複雑
化及びその取引量の飛躍的な増大は，20世紀以前に構築されたこのような近代の租税原則に基づく所得
分類課税方式（以下「20世紀型所得分類課税方式」という。）に対して少なからぬ影響を与えている。
そして，このような経済社会の変化を受け，政府税制調査会も「金融所得課税の一体化についての基本
的考え方」（平成16年６月　税制調査会金融小委員会報告）や「個人所得税に関する論点整理」（平成17
年６月21日　税制調査会基礎問題小委員会）といった我が国の個人所得税制度の改革の必要性や方向性
を提言し，その提言の一部が実現されつつある。そしてその結果，20世紀型所得分類課税方式の基本理
念とは別次元の課税方式の適用分野が拡大しつつある。
　その時代の経済社会に適応した適正公平な税制を構築することは，いつの時代においても重要な政策
課題であるが，最近の経済社会環境の急激な変化に対し，20世紀型所得分類課税方式がこれまでどおり
説得力をもつ理論として維持されるべきなのか，それとも新たな事態に対応すべく修正等が必要とされ
ているのかについて考察を試みることが本稿の目的である。
　本稿では，我が国における近年の金融・IT分野における経済取引環境の急激な変化とそれに対する課
税方式の課題・あり方を考察するための題材として，①金融所得一体課税制度及び，②「勝馬投票券の
払戻金に対する所得分類」が争われた裁判例を取り上げる。
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２　所得税法等の課税方式の概要
2.1　序論
　個人の所得に対する課税方式には，①所得をいくつかの種類に分類した上で，各所得の種類ごとに別々
に課税する方式（分類所得税 scheduler system）と，②各所得をすべて合算した上で，それに単一の税
率表を適用して課税する方式（総合所得税 global system）という２つの類型があり，我が国の所得税法
は基本的には総合所得税制度を採用していると解されている１。ただし，合算前における各所得金額の
計算はそれぞれの所得の性格を考慮した異なる方法で行われるため，分類所得税制度的な性格も色濃く
残しているといえる。
2.2　総合所得税制度と損益通算
⑴　所得分類と担税力
　我が国の所得税法においては，所得をその性質に応じていったん10種類に分類した上で，それぞれの所
得の種類に応じた異なる計算方法により各種所得の金額を計算する。そして，原則としてそれら各種所得
の金額を合算した上で単一の税率表を適用して税額を算出する（総合所得税）のが基本的な考え方になっ
ている。これは所得源泉の種類等によって所得の性格が異なるため，その差異を各所得金額の計算過程に
反映させて適正な課税を実現することを目的としており，そのメルクマールとなっているのが担税力である。
　担税力とは，各人における租税の経済的負担能力のことをいい，税負担は担税力に即して配分されな
ければならないというのが今日の租税理論の支配的な見解である２。担税力の基準を何に求めるかにつ
いては議論があるが，伝統的な租税理論においては，その基準を所得に求めた上で，所得を勤労性所得
と資産性所得（不労所得）の２つに分け，身体が資本となる勤労性所得については，稼得できる年齢・
健康状態への依存や余暇・居住地の制限といった種々の制約が存在することから担税力が低いとされ，
逆に土地・株式・預金等の資産運用等から生ずる資産性所得（不労所得）については，そのような制約
が少ないことから担税力が高いと位置づけ，「勤労性所得軽課・不労（資産性）所得重課」を基本的な
考え方としている３。
⑵　総合所得税制度と損益通算
　総合所得税制度では，分類された各所得間の担税力の差異をその金額の計算方法等に反映させた上で
最後に合算し，単一の税率表を適用して税額を算出する。その計算過程においては，各所得の金額をそ
れぞれ計算した後，各所得間で所得金額の合算及び損益通算が行われる（所得税法69条）。損益通算とは，
ある所得の金額の計算上生じた損失の金額を他の所得の金額から控除することをいう。このような仕組
みの下においては，各所得の性質の相違への配慮は合算前の各所得の計算段階で反映されることになる
から，最終的な合算の段階においては，すべての所得に関して他の所得との損益通算が認められるべき
とも考えられる４。しかし，我が国の所得税法においては，収入面に関しては包括的所得概念を採用し
１　金子宏「租税法（第二十一版）」（弘文堂2016）188頁以下。
２　金子宏・前掲注１　84頁。
３　水野忠恒「租税法（第５版）」（有斐閣2011）159頁。なお，金子宏教授は，所得を勤労性所得（給与・退職所得等）・資
産性所得（利子・配当・不動産・山林・譲渡所得等）・資産勤労結合所得（事業所得）の３つに分類し，資産性所得が最
も担税力が大きく，勤労性所得が最も担税力が小さいと述べられている（金子宏・前掲注１　204頁）。
４　この損益通算の問題のほか，退職所得金額及び山林所得金額が「総所得金額（所得税法22条１項）」から独立した課税
標準とされていることも，総合所得税制度の趣旨にそぐわないものであるが，この点の検討については紙面の都合上，割
愛する。
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ている一方，各所得に損失額が生じた場合の損益通算については一定の制限を設けている５（所得税法
69条１項）。具体的には，10種類ある所得の金額の計算上損失額が生じた場合に他の各所得の金額から
損失額を控除することができるのは，不動産所得・事業所得・山林所得及び譲渡所得に限定されている。
　これら損失額の通算が認められている４つの所得のうち，不動産所得，事業所得，山林所得に共通す
るのは，いずれも純粋な勤労性所得や資産性所得ではなく，勤労と（事業用）資産との結合により所得
を生み出すという性格を有している点と，収入面では「総収入金額」，費用面では「必要経費」（所得税
法37条）という概念を用いて所得計算を行うとされている点である。また，譲渡所得については「必要
経費」という概念はないが，「資産の取得費」及び「資産の譲渡に要した費用」（所得税法33条３項）と
いう費用収益対応原則的な費用概念が採用されている。つまり，これら４つの所得計算については企業
会計における費用概念と同様に，個人が経済活動を営む上で必要とした財貨やサービスに対して支出し
た金額であって，かつ，経済活動からもたらされる収入との間に対応関係が合理的に認められるものを
「必要経費」等として総収入金額から控除するという構造になっていると考えられる。
　他方，他の所得との損失額の通算が認められない所得については，所得金額の計算方法からみて次の
ような３つの類型に分けられると考えられる。第一の類型は，そもそも損失額が発生しないという前提
で制度設計されている利子所得，退職所得及び（特例的性格を有する特定支出控除を除く）給与所得で
ある（所得税法23条，30条，28条）。第二の類型は，収入金額から控除できるコストの範囲が狭く限定
されている配当所得と一時所得である。具体的には，その実額レベルでのコストの発生形態いかんにか
かわらず，配当所得については株式その他配当所得を生ずべき元本を取得するために要した負債の利子
の額（所得税法24条２項）だけが，一時所得については「その収入を得るために支出した金額（その収
入を生じた行為をするため，又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る。）」及び特
別控除額（所得税法34条２項）だけが控除できるものとされている。第三の類型は，事業所得等と同様
に「必要経費」を控除できるとされている雑所得（公的年金等に係るものを除く。）である（所得税法
35条２項２号）。
　これら６種類の所得について損失額の損益通算が認められない理由に関しては，学説上次のように説
明されている６。①利子所得・給与所得・退職所得については，所得計算の構造上損失が生じないこと，
②雑所得・一時所得については，趣味的な活動が一定の経済的成果を生む場合には，その所得の計算上
生じた損失は趣味的活動のための支出の一部であって実質的には消費の一部である（以下「家事費」と
いう。）ので，他の類型の所得額から控除すべきではないこと，③雑所得については，趣味的な活動で
はなく例えば片手間で行う投資活動といった事業類似行為に起因して発生する場合があるが，このタイ
プの雑所得だけを特定することが極めて困難であることである。
　このような所得分類や損益通算に係る基本的な考え方に関しては次のような注目すべき点があると考
えられる。まず第一に，所得税法が包括的所得概念を採用し，収入面では，事業活動のみならず趣味的
活動から生じた所得であっても網羅的に課税対象に取り込んでいるにもかかわらず，費用面では，その
収入の獲得のために生じたコストであっても控除が認められる範囲を限定しているという非対称性を有
していることである。
　第二に，雑所得については所得金額の計算上，事業所得等と同様に実額レベルの必要経費控除方式が
採用されているにもかかわらず，事実認定の困難性という税務執行上の都合から，その損失額について
５　このような損益通算に関する所得税法上の制限に対しては，包括的所得概念を採用していることとの整合性の観点から，
一定の立法上の対応が必要であるとの意見がある（金子宏「序説・所得税における損失の取扱い」日税研論集47号（2001）
４頁）。
６　佐藤英明「スタンダード所得税法（補正３版）」（弘文堂2014）298頁以下。
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他の所得との損益通算が否定されていることである。
⑶　雑所得の制度設計の特異性
　雑所得とは，所得税法23条から34条に掲げる所得のいずれにも該当しない所得として定義されており
（所得税法35条１項），このような所得も網羅的に課税対象とする旨を定めているこの条文の存在が，我
が国の所得税法が包括的所得概念を採用していることの法的根拠とされている７。なお，雑所得は「公
的年金等」（所得税法35条２項１号）と「それ以外の雑所得」（同項２号）から構成されるが，本稿では
論点の明確化のために，以下特に断りのない限り「雑所得」を後者の「公的年金等以外の雑所得」とい
う意味で用いる。
　雑所得は，その性格上そもそも他の所得類型のような積極的な定義が困難なものであり，その具体的
な態様も種々雑多であるが，その所得金額の計算方法については「総収入金額」から「必要経費」を控
除した金額（所得税法35条２項）とされ，この点については損益通算が認められている事業所得等と同
じである。「必要経費」（所得税法37条）とは売上原価・販売費及び一般管理費等，総収入金額を得るた
めの業務関連費用を指し，家事費を排除する概念である。したがって雑所得の計算過程における家事費
の混入は，この所得税法35条２項に定める計算方法によって事業所得等と同様に排除されることが法理
論上は可能なはずである。また，所得税法における各所得がもつ担税力への配慮が所得金額の計算方法
によってのみ反映されているとすれば，各所得金額の計算後の合算段階において損益通算の取扱いに差
異を設ける必要性はないはずである。したがって，総合所得税制度を採用しているにもかかわらず雑所
得の所得金額の計算上生じた損失額が他の所得から控除できない理由は，所得税法35条の文理解釈や計
算構造からではなく，損益通算について規定する所得税法69条単体の立法趣旨から解釈される必要があ
ると考えられる。
　ところで雑所得については，かつて損益通算が認められていたにもかかわらず，昭和43年度税制改正
により対象から除外されたという経緯がある８９。雑所得について損益通算を認めていないことに関して
代表的な裁判例は次のように判示している。
　○　福岡高裁昭和54年７月17日判決（訟務月報25巻11号2888頁）
　　 　「所得税法が立法政策として所得分類制を採用しているのは，所得がその性質により担税力を異
にし，担税力に即した公平な課税を行うために所得をその性質ごとに分類したうえその担税力に適
した計算方法と課税方法を定める必要があることに由来し，雑所得と他の所得の間には所得の発生
する状況に差異があり，雑所得においては，多くは余剰資産の運用によって得られるところのもの
であり，その担税力の差に着目すれば，雑所得に他の所得との損益通算の規定がないことにはそれ
相当の合理性を認めることができるから，それをもって憲法第29条，第22条に違反するとの見解は
７　武田昌輔編「DHCコンメンタール所得税法」（第一法規　加除式）2673頁では「所得税法は，所得とは何かという定義
を与えずに所得を10種類に分類し，各種所得について具体的にその内容を定めているが，最後に雑所得というバスケット・
カテゴリーを設け，他の所得分類に該当しないものはすべてこの所得分類で受ける方法をとっている。」と説明されている。
８　昭和43年度税制改正により雑所得を損益通算の対象から除外した理由については，①雑所得については必要経費がほと
んどかからないか，かかっても収入を上回らないものが大部分であること，②その支出内容に家事関連費的な支出が多く，
損益通算を存置するとかえって本来の所得計算のあり方に混乱をまねくおそれがあるためと説明されている（清水敬次「税
法（第７版）」（ミネルヴァ書房2007）113頁）。
９　この改正の背景には，当時，国会議員の政治献金による収入への雑所得課税を巡って，政治活動に多額の費用がかかっ
たとして雑所得の赤字を申告し，その赤字を歳費と通算して源泉所得税の還付を請求した事件がマスコミに大きく取り上
げられたことがあるとされている（注解所得税法研究会編「増補改訂版 注解所得税法」（大蔵財務協会1997）808頁以下）。
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採用できない。」
　この判示内容からすると，雑所得に損益通算が認められない理由は，雑所得の「多くが」趣味的な余
剰資産の運用・消費活動によって得られる所得であることで担税力が比較的高いと位置づけられている
ことに起因すると考えられる。
　しかし，雑所得が「余剰資産の運用に起因する所得」と明確に定義されているのであればともかく，「他
の９種類の所得のいずれにも該当しない所得」という所得税法上の定義からすれば，その態様は種々多
様であり，「余剰資産の運用に起因する所得」以外の所得も当然に包含されることになる。したがって
雑所得のすべてを余剰資産の運用による所得として一律に担税力が高いと位置付けることの合理性につ
いては議論の余地があろう。裁判例では言及されていないが，昭和43年度税制改正後の雑所得の性格に
ついては無理に担税力理論だけで説明を試みるよりも，趣味的な余剰資産の運用・消費活動によって得
られる収入に対応する家事費を分別・排除するための実務上の徴税コストを考慮した立法政策的な規定
と解する方が自然であるように思われる。つまり担税力以外の考慮要素を加味した上で「損失額の所得
内通算は認めるが，立法政策上他の所得との損益通算は認めない」という課税方式先にありきの所得分
類として制度設計されているという性格も否定できないと思われる。
2.3　分離課税制度
　分離課税（separate taxation）とは，総合所得税制度の下において一定の所得につき，他の所得と合算
せずに分離して課税することをいう。我が国の所得税法は，課税標準である総所得金額等の金額が大き
くなるにつれて一定の幅で区切られた所得段階ごとに累進的に高率の税率を適用し，その合計額をもっ
て税額とするという超過累進税率を採用している。このため，ある一定の所得について他の所得と合算
せずに分離課税制度を適用することにより，超過累進税率の適用を緩和したり，逆に超過累進税率より
も高率の税率を適用することで，総合所得税制度を建前としつつも分離課税の対象とされた所得に対す
る税負担の加重または軽減を立法政策的に行うことが可能な仕組みとなっている。
　分離課税あるいはそれに類似する課税方式には，①退職所得（所得税法30条）や山林所得（所得税法
32条）のように，専ら担税力への考慮の観点から基本税制たる所得税法で規定されているものと，②土
地の譲渡に係る所得（租税特別措置法31条・32条）や，利子所得（租税特別措置法３条），株式等の譲
渡に係る所得（租税特別措置法37条の10，37条の11），先物取引に係る所得（租税特別措置法41条の14）
等のように，一定の政策目的のために租税特別措置法において設けられているものがある。
　前者については，担税力理論に基づく総合所得税制度を補完する目的で設けられた立法技術の一つと
して位置付けることができると考えられる。例えば，退職所得は退職手当等の退職により一時に受ける
給与及びこれらの性質を有する給与に係る所得であるが，多くの場合に老後の生活の糧となることを考
慮する必要があるとされる。また，山林所得は所有期間が５年を超える山林の伐採または譲渡による所
得であり，投下資本の回収に長い年月を要することを考慮する必要があるとされる。このような考慮に
基づき，分離課税によって累進税率の適用を緩和することで税負担を軽減しようとするものである10。
　これに対し後者は，ある一定の目的の実現のための政策的誘導手段として設けられた制度である。例
えば土地譲渡に係る所得に関しては，いわゆる土地バブル期においては土地投機等対策として高い税率
が適用され，その後は経済活性化政策の一環として土地取引の促進を目的とした税率の引下げが行われ
ている。また，株式等の譲渡に係る所得に関しては，昭和28（1953）年以降，非課税とされてきたが，
10　金子宏・前掲注１　237頁以下。
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昭和63（1988）年改正において申告分離課税制度が導入され，更に後述するように，金融所得の一体課
税を推進するという観点から，近年，各種の金融商品を巡る課税方式の再構築が急速に進行している11 12。
2.4　小括
　このように我が国の所得税法は，その建前として包括的所得概念や総合所得税制度を基本原則としつ
つも，①収入面で包括的所得概念を採用し個人の担税力を増加させるすべての経済的利得を課税対象と
する一方，費用・損失面では趣味的活動に伴う「家事費」の混入防止等の観点から各種の制限を設ける
という非対称性，②山林・退職所得という基本税制上の分離課税制度の存在，③政策目的に基づく租税
特別措置法による分離課税制度の存在といった極めて複雑かつ重層的な構造を有しているといえる。
　以上のような所得税法の複雑な構造は，法人企業のような営利性のみを目的とする存在ではない自然
人たる個人が抱える種々の事情へのきめ細かな配慮や，その時々の経済社会環境に対して機動的かつ弾
力的に対応しようとする立法政策に起因するものと考えられる。しかし他方，所得課税制度を複雑で難
解なものにし，事実認定の困難化や租税回避行為の誘発，争訟の多発化・徴税コストの増加といった解
決困難な多くの課題を惹起していると考えられる。
３　20世紀型所得分類課税方式を巡る環境変化
3.1　序論
　ここまで我が国の所得税法における課税方式の概要をみてきたが，このような課税方式の基本構造を
前提として，本章では20世紀型所得分類課税方式を巡る経済社会の環境変化について考察していきたい。
　前章で見たように，我が国の所得税法は①担税力理論に基づく10種類の所得分類・計算制度と②政策
的要請に基づく分離課税制度という重層構造を有しており，このような重層構造に基づき，個人所得に
対する課税体系は総合所得税制度という基本的な枠組みを維持しつつも，その時々の時代的要請に応え
るための機動的かつ弾力的手段を併用してきたものと考えられる。
　このような仕組みは，①課税方式の基本構造の法的安定性及び納税者の予測可能性の確保と，②時代
の要請に応じた機動的・弾力的な対応との両立という意味では有効に機能してきたと考えられる。しか
し他方，時代のニーズに対する対応を特例的取扱いである分離課税方式に過度に依存するあまり，基本
税制に係る抜本的な改革努力が行われていないのではないかという問題意識に対する検討も行われるべ
きと考えられる。
　本章では，20世紀型所得分類課税方式のあり方に影響を与えると思われる我が国の経済社会の環境変
化の代表的な事例として，①金融所得課税の一体化議論と，②勝馬投票券に係る所得分類が争われた裁
判例を取り上げる。
3.2　金融所得課税の一体化
　金融所得とは，一般に利子所得・配当所得及び有価証券譲渡益のことを指す。この金融所得への課税
11　金子宏・前掲注１　258頁以下。
12　一般に，担税力をメルクマールとし，所得税法本法に規定されている前者と，担税力以外の政策的誘導手段であり，租
税特別措置法に根拠を有する後者とでは，制度改正の頻度や程度が異なるのは当然の帰結であると思われるが，前者とい
えども半永久的に不変なものではなく，経済社会の環境変化に的確に対応していくことが求められると考えられる。例え
ば，これまで退職所得課税の実務的根拠となってきた，産業界における終身雇用制度の変質や，労働の流動化等といった
経済社会状況の変化に応じて，前者における担税力の判定基準にも，今後，修正が加えられていくことになると思われる。
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方式については，その一体化に向けての方向性が平成16年に政府税制調査会によって示されて以降，租
税特別措置法によるさまざまな法的措置が講じられてきた。
　この金融所得一体課税の特徴は，基本税制たる所得税法上の従来の所得分類を維持しつつも当該所得
分類の枠組みに基づく損益通算等の課税方式を大幅に修正し，所得税法では認められていない所得分類
横断的な損益通算・分離課税方式が構築された点にあると考えられる。
⑴　金融所得課税の一体化の背景事情
　平成16年に出された「金融所得課税の一体化についての基本的考え方」13では，金融所得課税のあり
方について次のように述べられている。
　　　 　我が国ではこれまで高い貯蓄率の下，潤沢な家計金融資産のストックが築き上げられてきた。
しかし，少子高齢化の進展から，近年，貯蓄率は顕著な低下傾向を示している。今後の人口減少
社会においては，貯蓄率の反転上昇による金融資産の増加を期待することは難しく，むしろ現存
する金融資産を効率的に活用することこそが，経済の活力を維持するための鍵である。一方，従
来，我が国においては，家計金融資産の大宗は預貯金であり，株式や株式投資信託の占める割合
は，主要諸外国に比べても低くなっている。こうした状況の下において，「貯蓄から投資へ」の
構造改革が進められてきている。金融・証券税制についても，いわゆるプロの投資家だけでなく，
今まで「貯蓄」を中心に資産運用を行っていた一般の個人にとって，より一層「投資」を行い得
る環境を整備する政策的要請がある。
　　　 　まず，金融商品の中から，税負担の違いに左右されず，それぞれのニーズに応じて投資先を選
択できるよう，金融商品間の課税の中立性が要請される。また，一般の個人投資家が，投資判断
を行うためには，簡素でわかりやすい税制であることが求められる。さらに，これまで株式投資
になじみのない一般の個人投資家が投資を行いやすくするためには，投資リスクの軽減を図るこ
とも必要である。
　　　 　このような観点から，一般の個人の「投資」対象である上場株式や公募株式投資信託に対する
投資利便性を高めるため，金融所得課税の一体化に取り組んでいくことが重要である。その具体
的内容としては，金融所得の間で課税方式の均衡化をできる限り図ること，金融所得の間で損益
通算の範囲を拡大することの２点がある。金融商品間の課税の中立性・簡素性の観点からは，特
に新しい金融商品を開発し所得の発生・実現時点を操作することなどにより，金融商品からの
キャッシュフローを様々な所得分類に加工することも可能になっている状況の下，課税方式の均
衡化をできる限り図り，所得分類の違いによる税負担の違いを小さくしていくことが適当である。
⑵　金融所得のカテゴリー化
　従来の担税力理論によれば，金融所得は主として一部の富裕層が獲得する資産性所得であって担税力
が高いことから，勤労性所得に比して重課すべきであるとの結論が導かれる14。しかし我が国では，平
成10年代以降，「貯蓄から投資へ」というスローガンの下，北欧の二元的所得税理論の影響を受けなが
ら，金融所得は他の所得と分離して低率の比例税率で課税すべきとの意見が強まり，①金融所得への一
13　政府税制調査会金融小委員会報告（平成16年６月15日）
14　なお，金融所得に関しては「不労所得」という表現が用いられる場合もあるが，この「不労所得」というニュアンスか
らは，担税力の測定に関して純粋な経済的視点だけではなく「資産運用収入よりも勤労収入を美徳とすべき」といった社
会道徳的な価値判断要素が混入しているようにも思われる。
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律20％課税（国15％，地方５％）及び②金融所得内部での損益通算という金融所得一体課税が平成26年
１月１日から実施されている。
　このような制度改正については，従来の伝統的な担税力理論の観点からは公平負担の原則に反するこ
とになるが，①移動性の大きい金融所得への重課が金融資産の国外逃避につながりかねないこと，②外
国からの資本導入の促進につながることといった経済政策的観点からは合理的理由があると指摘されて
いる15。
　金融所得一体課税制度は時限的な法的措置としてではなく，政策的に比較的長期にわたって存続させ
ることを念頭においた税制であるが，基本税制たる所得税法ではなく租税特別措置法によって構築され
ており，その意味ではあくまでも「特別措置」という位置づけとなっている。「金融所得」という所得
分類は所得税法上には存在しないため，金融所得はその源泉や獲得方法等に応じてさまざまな種類の所
得に分類されて，従前のように各所得の金額が計算されるが，その税率や損益通算等の課税方式だけが
租税特別措置法に基づく分離課税制度によって一体化されるという仕組みとなっている。
　このように租税特別措置法に基づく特例的取扱いであること，従前の所得分類が維持されることとい
う観点からすれば，20世紀型所得分類課税方式の基本原則は理念的には維持されているという見方もで
きると思われる。しかし所得分類という課税技術方式が理念モデルとして形式上維持されたとしても，
実質的には，金融所得一体課税制度によって金融所得が新たな事実上のカテゴリーとして再編され，従
来とは異なる課税方式が適用されることになった結果，担税力理論の根本的な命題である「勤労性所得
軽課・資産性所得重課」という基本原則がかなりの修正を迫られたとみるのが自然な理解であると思わ
れる。今後検討すべきは，このような性格を持つ金融所得一体課税制度に対して，単なる政治的・経済
政策的産物であり，あくまでも近代租税法原則に適合しない異端な存在として租税法研究的には無視す
べきなのか，あるいは近代租税法原則に対する修正原理の一つとして整合的に理解すべく努力を続ける
べきなのかという点であると思われる。
⑶　金融所得の担税力
　担税力理論が定量的測定ではなく定性的測定であることや，現行の各所得の担税力が所得分類制定時
の経済社会環境を踏まえて測定されたことに鑑みると，金融所得は資産性所得であるがゆえに一律に担
税力が大きいという従来の定説については，現在の経済社会環境や金融商品の取引環境等を踏まえ再検
証する必要があるのではないかと考えられる。
　担税力測定の考慮要素としては，勤労・不労（資産）性，継続・偶発性，事業・非事業性，リスクの
程度といったものがあると思われるが，金融所得を含む資産性所得に対する従来の評価においては，資
産運用による所得の獲得は一部の富裕層のみの特権であり，勤労性所得と比較して精神的・身体的労力
を要せず，継続して安定的に得られるものであるという認識が，特に具体的な検証がなされることなく
前提となっていたように思われる。
　しかし金融商品の多様化やグローバル化の進展等に伴い，近時における金融所得は必ずしも安定・継
続的な不労所得としての性格のみを有するものではなくなっている。リーマンショックやEU離脱を巡
る英国の国民投票の際の金融資産価値の大暴落に見られたように，金融所得の獲得には高度な情報収集・
分析・判断能力・労力が要求されるとともに，多大なリスクと隣り合わせとなっていることは周知の事
実である。また，例えばFX取引における「ミセスワタナベ」の存在に代表されるように，少ない自己
資金でもレバレッジ効果やIT取引等を活かして大量反復的な取引が可能となる取引環境が整備されたこ
15　金子宏・前掲注１　195頁。
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とにより，金融商品はかつてのような一部の富裕層だけの資産形成手段ではなく，一般国民の通常の資
産運用手段としての地位を獲得しつつあると思われる16。
　このような近時における金融商品を巡る取引環境の変化や金融商品自体のリスクの存在に鑑みれば，
金融所得の担税力を単に資産性所得であるという側面から画一的に認識することや，20世紀型所得分類
課税方式をそのまま当てはめることへの合理性・妥当性にも疑問が生じる。例えば，高度な情報収集・
分析や取引タイミングの見極めが必要とされるリスクの大きい金融商品やITを活用した大量反復的な取
引による所得に係る担税力を，正社員の給与所得のような比較的安定的な所得と思われる通常の勤労性
所得の担税力とどう比較するかといった問題である。
　このように20世紀型所得分類課税方式が創設された当時と現代との経済社会環境に大きな差異がある
ことを前提にすれば，金融所得を含む資産性所得の担税力を具体的な検証を行うことなしに伝統的な見
解に沿って判断することは，現代社会における担税力に即した課税という観点から問題があると考えら
れる。
3.3　勝馬投票券（馬券）等に係る所得分類の認定
⑴　序論
　従来，パチンコや競馬から生じた所得については，その行為の「一般的性格」すなわち個人の趣味娯
楽的行為・ギャンブルとしての一時性・偶発性・非営利性的性格から，これを「一律に」一時所得とし
て課税することが課税実務とされてきた。しかしIT化の進展という経済社会環境の変化はこのような領
域においても従来では想定できなかった取引態様を生み出しており，このような固定観念に対して疑問
を投げかけていると思われる。
　一時所得の金額の計算については「一時所得に係る総収入金額からその収入を得るために支出した金
額（その収入を生じた行為をするため，又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る。）
の合計額を控除し，その残額から一時所得の特別控除額を控除」（所得税法34条２項）すると規定され
ている。したがって，仮に娯楽費等の消費生活上の費用（家事費）が一時所得の所得計算に影響するこ
とがあったとしても，その範囲は最小限度（直接要した金額）に抑えられることになる。本判決の事例
でいえば「当たり馬券の購入費」である。
　他方，雑所得や事業所得の金額の計算においては「雑（事業）所得に係る総収入金額から必要経費を
控除」（所得税法27条２項，35条２項２号）すると規定されているため，このようなケースでは所得税
法37条１項にいう「必要経費」の範囲の認定を行うことになる。本判決の事例でいえば，例えば当たり
馬券と同時に購入した「外れ馬券の購入費」等が所得計算上の必要経費として認められるかということ
である。
⑵　最高裁平成27年３月10日第三小法廷判決（刑集69巻２号434頁）
イ　事件の概要
　本件は，納税者A（被告人）が馬券を自動的に購入できるソフト及びインターネットを使用して，長
期間にわたり多数回かつ頻繁に網羅的に馬券を購入し，当たり馬券の払戻金による多額の利益を上げて
16　今でこそ国民の一般的な資産運用手段の一つとなっているFX取引（外国為替証拠金取引）であるが，平成17年の金融
先物取引法によって取引環境が整備される前は，強引な勧誘や詐欺的な説明により高齢者や主婦の被害が社会問題化した。
東京高裁平成18年９月21日判決が，仮に説明義務違反等の違法行為がなくてもFX取引自体が公序良俗に反する違法な取
引（賭博）であると判示するなど，FX取引の賭博性を肯定する判決も相次いだ。経済的行為としての性格は同一であり
ながら金融商品取引を巡る法的・社会的評価がその時代の経済社会状況等によって大きく変わることを示す例である。
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いたにもかかわらず，これによる所得を正当な理由なく確定申告しなかったとして所得税法違反（刑事
事件）に問われた事案である。
　本件においてAが刑事事件の対象となった３年間に払戻金によって得た収入は約30億1000万円，購入
した全馬券の購入金額は約28億7000万円である。本件の主たる争点は，馬券の払戻金に係る所得が一時
所得か雑所得かという点であり，その認定いかんにより，収入から控除できる金額が「当たり馬券の購
入費」のみ（一時所得の場合）か「外れ馬券の購入費を含んだ金額」等（雑所得の場合）となるかの差
異が生ずる。
　第一審判決（大阪地判平成25年５月23日刑集（参）69巻２号470頁）及び控訴審判決（大阪高判平成
26年５月９日刑集（参）69巻２号491頁）は，本件馬券払戻金による所得は雑所得に該当し，外れ馬券
の購入代金等も必要経費として控除される旨判示した。
ロ　判決の要旨
　「所得税法上，営利を目的とする継続的行為から生じた所得は，一時所得ではなく雑所得に区分され
るところ，営利を目的とする継続的行為から生じた所得であるか否かは，文理に照らし，行為の期間，
回数，頻度その他の態様，利益発生の規模，期間その他の状況等の事情を総合考慮して判断するのが相
当である。（中略）
　いずれの所得区分に該当するかを判断するに当たっては，所得の種類に応じた課税を定めている所得
税法の趣旨，目的に照らし，所得及びそれを生じた行為の具体的な態様も考察すべきであるから，当た
り馬券の払戻金の本来的な性質が一時的，偶発的な所得であるとの一事から営利を目的とする継続的行
為から生じた所得には当たらないと解釈すべきではない。（中略）
　被告人が馬券を自動的に購入するソフトを使用して独自の条件設定と計算式に基づいてインターネッ
トを介して長期間にわたり多数回かつ頻繁に個々の馬券の的中に着目しない網羅的な購入をして当たり
馬券の払戻金を得ることにより多額の利益を恒常的に上げ，一連の馬券の購入が一体の経済活動の実態
を有するといえるなどの本件事実関係の下では，払戻金は営利を目的とする継続的行為から生じた所得
として所得税法上の一時所得ではなく雑所得に当たるとした原判断は正当である。」
ハ　本判決の意義等
　本判決については，判決文中の「本件事実関係の下では」の文言が示すように，一般の競馬愛好家が
行う通常の馬券購入ではなく，自動的・大量反復的・網羅的・恒常的な馬券購入活動によって得る払戻
金について判断したものであり，その射程はかなり限定的なものであると一般に解されている17。しか
し，これまで馬券払戻金についてギャンブルというその行為の一般的な性格から一律・画一的に一時所
得であると認定してきた課税実務に対して，「所得獲得の態様に係る具体的な事実認定に基づき所得分
類を認定する」という法令適用のあり方を示したものとして大きな意義を有するものと考えられる。
　なお，裁判において検察側は，①馬券の購入行為は社会通念上一定の所得をもたらすものとはいえな
い賭博の性質を有するものであるから，購入の態様に関する事情にかかわらず一時所得に該当する，②
購入の態様に関する事情を考慮して判断しなければならないとすると課税事務に困難が生じる等の主張
を行っているが，本判決は前述のように判示してそれらの主張を退けている。
17　田中治「一時所得と雑所得の区分」別冊ジュリスト租税判例百選（第６版）（有斐閣2016）89頁。
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⑶　検討
　本判決からは，所得分類と担税力理論との関係性についての重要な示唆が読み取れると思われる。つ
まり所得分類が，個々の経済的行為の具体的な担税力に即して課税するという趣旨なのであれば，購入
の態様等といった個々の経済的行為に係る事実認定がまず先にあり，その個別具体的な事実認定に基づ
いて所得分類が決定されることになる。このようなとらえ方は，前述した検察側主張（購入の態様に関
する事情にかかわらず，その行為の持つ一般的な性格に即して所得分類を決定する，購入の態様に関す
る事情を考慮することで税務執行上の困難が生じる）に見られる「一般抽象化された所得分類という理
念モデルが先にありき」という解釈態度とは，所得分類の認定に対するアプローチ方法が本質的に異な
ると考えられる。
　また，この最高裁判決の考え方を更に敷衍するならば，事業的規模で行う馬券の購入行為については
事業所得性の有無を判断する可能性が出てくる。馬券の購入行為が一時所得か雑所得かという問題にと
どまる限り，その損失額は雑所得内部の金額の範囲内で処理されることになるが，事業所得性の有無の
問題となれば他の所得との損益通算の可否という問題も浮上してくることになる。
　最高裁昭和56年４月24日第一小法廷判決（民集35巻３号672頁）は，「事業所得とは，自己の計算と危
険において独立して営まれ，営利性，有償性を有し，かつ，反覆継続して遂行する意思と社会的地位と
が客観的に認められる業務から生ずる所得」と判示している。また，株式の信用取引から生じた所得の
所得分類が争われた最高裁昭和53年10月31日第一小法廷判決（訟務月報25巻３号889頁）の第一審大阪
地裁昭和49年２月６日判決（行裁例集26巻３号445頁）は「具体的な株式等の取引行為が（中略）『対価
を得て継続的に行う事業』に該当するか否かは，結局，一般社会通念に照らしてきめるほかないと思わ
れるが，その判断に際しては，営利性・有償性の有無，継続性・反覆性の有無のほかに事業としての社
会的客観性の有無が問われなければならず，この観点からは，当然にその取引の種類，取引における自
己の役割，取引のための人的・物的設備の有無，資金の調達方法，取引に費やした精神的・肉体的労力
の程度，その者の職業・社会的地位などの諸点が検討されなければならない。」と判示している。これ
らの判示事項をみると，事業性の判定に関しては「事業としての社会的客観性」が必要要素の一つとし
て要求されており，IT化の進展等により大量反覆・継続的な取引が可能となったとしても，いわゆるサ
イドビジネス的な行為による所得が事業所得として認定されるためには，現時点ではまだハードルが高
いように思われる。ただ，基本的なメルクマールはやはり「一般社会通念」であり，その意味で具体的
な所得分類に実際に当てはめを行う際の基準は，半永久的に不変な理念モデルではなく時代の推移等に
応じて流動的に変化していくものであると思われる。
　ところで，馬券払戻金の所得分類に関してその一時所得性を主張する見解の背景には，その所得の非
対価性・一時性・偶発性といった所得の性格論の問題もさることながら，所得分類の性格を「一般抽象
化された理念モデル」と解することで，事実認定に係る徴税コストを最小限にとどめるという趣旨の存
在も否定できないのではないかとも考えられる。具体的には「競馬＝ギャンブル，ギャンブル＝一時所得」
という図式が成り立てば，「競馬＝一時所得」という結論が導き出されることになる。馬券払戻金が一
時所得として認定された場合には「その収入を生じた行為をするため，又はその収入を生じた原因の発
生に伴い直接要した金額」に限定して費用が認められることになり，「当たり馬券の購入費」以外の関
連支出は特段の事実認定を行うことなくその費用性を否定される。これに対し雑所得として認定された
場合には，個々の関連支出について必要経費性の有無という判断が認められることになり，納税者が支
出した諸支出を個別具体的に検討し，必要経費と家事費とに峻別するという複雑な作業が生じる。仮に
所得分類課税方式の制度設計上，所得分類方式にはその認定に係る税務執行上の便宜といった機能も予
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定されているとすれば，所得分類の存在意義については担税力の観点からだけではなく，より多角的な
検討が必要となると思われる。
４　20世紀型所得分類課税方式の課題及び今後の方向性
　前章において金融所得や勝馬投票券を巡る経済社会環境の変化について概観してきたが，それではこ
のような環境変化は20世紀型所得分類課税方式の存在意義にどのような影響を及ぼすのであろうか。
4.1　金融所得一体課税と所得分類
　金融所得課税の一体化施策に関しては，近代租税法原則に基づくものではなく，政府・金融機関の「貯
蓄から投資へ」というスローガンによる複数の金融商品間の課税方式・税負担の均衡化を目的とする経
済政策的誘導であるという側面は否定できないと考えられる。しかし，これはあくまでも租税特別措置
法上の特例措置であり，基本税制たる所得税法の基本理念とは別次元の単なる経済政策的税制であると
いう理論的整理のみで，金融所得一体課税に関する問題に対して今後とも超然的な立場をとるべきなの
であろうか。
　現実問題として，金融所得に係る分離課税の適用対象はかなりの領域に達していると思われ，特に金
融資産運用を行う高額所得者にとっては，分離課税における軽減税率という点以外にも超過累進税率の
回避による資産軽課効果という結果をもたらしている。資産重課という近代租税法原則を現代において
も完全な形で維持すべきかといった論点は紙面の都合で割愛するが，このように実質的に課税原則の重
大な変更をもたらす修正を，基本税制たる所得税法の改正ではなく租税特別措置法によって半永久的に
措置するという事態は本来望ましいものとはいえないと思われる。基本税制を聖域化して改正を行わな
いことにより，理念モデルとしての20世紀型所得分類課税方式は維持されることになるが，現実と理念
モデルとの乖離を放置することの実益や合理性についてはどのように考えればよいのだろうか。
　近時，急速に進行する金融商品の多様化やIT化の進展等により，金融所得の獲得には多大な資本・設
備・労力を必要とするという固定観念が崩れつつある。また，複雑な20世紀型所得分類課税方式の間隙
を縫う形での租税回避的な金融商品開発とその抑止策との「いたちごっこ」という人的資源の無駄遣い
も頻発しており，このような事態に終止符を打つという観点からの検討も必要であると考えられる。
　このように考えると，少なくとも金融所得分野における20世紀型所得分類課税方式については，近代
租税法原則を堅持する立場からすれば批判があると思われるが，やはり基本税制たる所得税法の改正に
よって所得分類体系の再構築を行う必要があるのではないかと考える。その際には，金融商品から派生
する所得に関して個別に20世紀型の所得分類を行う積極的意義・実益と，経済社会環境等の変化に伴う
各所得の担税力の変質等とを比較考量して再構築のフレームが検討されることになると思われる。金融
所得に関しては，投資（投機）の失敗による損失額を他の所得と通算することの可否や源泉分離課税と
いった徴税方式との関係も当然考慮に入れる必要があるが，例えば山林所得や退職所得型の分離課税制
度と同様に，基本税制である所得税法において「金融所得」という新たなカテゴリーの所得分類を創設
して体系的に整理し，当該所得金額の計算方法及び損益通算の範囲等について規定した上で，適用税率
については必要に応じて租税特別措置法で政策的に規定するといった制度設計が考えられる18。
18　酒井克彦教授は，利子・配当所得区分を廃止するとともに，これまで譲渡所得や雑所得とされてきた金融商品に係る取
引を統一的に括り「金融所得」という所得区分の一つとして設けること，金融所得内の通算を認めるとともに，金融商品
に係る損失については，他の所得との通算を認めず，他の所得の担税力に侵食することを防止すべきであると主張されて
いる（酒井克彦「所得税法の論点研究－裁判例・学説・実務の総合的研究－」（財経詳報社2011）105頁）。
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4.2　一時所得・雑所得の位置づけ
　勝馬投票券（馬券）から派生する所得の所得分類が争われた最高裁平成27年３月10日第三小法廷判決
の事例からは，所得分類の存在意義について，純粋な担税力理論のほかに家事費の積極的排除と税務執
行上の便宜という立法政策的理由が存在する可能性が示唆される。雑所得ないし一時所得として認定さ
れると，損益通算制限規定の法的効果によりこれらの所得金額の計算上生じた損失額に関して他の所得
への影響が切断されることになる。雑所得の場合には「必要経費」というスクリーニングにより雑所得
内部での費用化の余地があるが，一時所得の場合には「必要経費」という概念さえ存在せず，更に課税
標準としての総所得金額の計算上算入される金額はその２分の１に相当する金額とされるなど（所得税
法22条２項２号），実額ベースの計算とは全くかけ離れた極めて抽象的な取扱いがされている。
　このような20世紀型所得分類課税方式における雑所得及び一時所得の制度設計の特異性の背景には，
趣味娯楽的な経済活動から生じた収入も課税対象として取り込むという包括的所得概念を採用しつつ，
その獲得過程で生じた関連支出については家事費として所得金額の計算上反映させないという立法政策
の明確なスタンスがあると考えられる。
　所得税法の制度設計上，会計制度のような費用収益対応の原則を採用しないことに関しては，個人に
よる所得獲得形態等の実情を考慮した立法政策上の問題として合理性を有すると考えられる。しかし担
税力理論の建前との関係では若干の疑問を生ずる。
　家事費については「必要経費」概念の下で所得金額の計算上これを排除することが立法技術的に可能
であり，現に事業所得等の所得金額の計算方法にはその考え方が反映されている。雑所得についても必
要経費控除方式が採用されており，事業所得等と同様の対応が可能であるにもかかわらず，雑所得の損
失額と他の所得との損益通算が否定される理由はどこに求めるべきであろうか。この点を前述の裁判例
のような「その『多くが』趣味的な余剰資産の運用・消費活動によって得られる所得であり，担税力が
比較的高い」という一般抽象化された理念モデルの視点だけで説明することには無理があると考えられ
る。また個別具体的な事実認定を軽視した「理念モデル先にありき」的な考え方に対しては，法令解釈
のあり方の観点から前掲の最高裁判決の事例と同様の論理による批判を受ける可能性も否定できないと
思われる。このような制度設計は雑所得という所得分類を，例えば家事費の積極的排除といった担税力
理論以外にも多義的・多目的に活用しようとする立法者の意思の表れとも考えられるが19，雑所得に分
類される所得の態様の多様性のために整合的な説明が困難になっていると思われる。このような観点か
らすれば，例えば雑所得のうち「趣味的な余剰資産の運用・消費活動によって得られる所得」のみを切
り出して別の所得分類とするといった方法で雑所得の再構築を図ることも検討課題であると考えられ
る。
4.3　20世紀型所得分類課税方式の今後のあり方
　20世紀型所得分類課税方式が担税力理論に立脚しており，可能な限り担税力に忠実な課税方式を採用
することが適正公平課税の要請にかなうという前提に立つならば，これまで考察してきたように時代に
応じて所得源泉たる経済活動の態様や国民の価値観は変化するのであるから，各所得の分類方法及び担
税力を固定観念化するのではなく，その時々の経済社会環境等に即して検証し，その都度必要な改正を
行うという継続的努力が不可欠となると思われる。他方，担税力を課税原則一般に対する国民感情や社
19　酒井克彦教授は「損益通算の制限の問題は大きく所得区分の意義に関わる問題でもあり，それぞれの所得区分論との兼
ね合いで考えなければならない論点が多い。一例を挙げれば，損益通算を制限するために雑所得を拡張的に捉える傾向が
あるように思われるが，本来であれば，バスケット・カテゴリーであるはずの雑所得に損益通算制限機能を発揮させてい
るかのようにも映る。」と指摘されている（酒井・前掲注18　490頁以下）。
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会通念等への配慮といった社会的価値判断をも盛り込んだ「一般抽象的な理念モデル」であると理解す
るのであれば，国民一般の社会的価値観の大幅な変化といった事態が生じない限り，そこまでの厳格性
は求められないということになろう。しかし仮に20世紀型所得分類課税方式を「一般抽象的な理念モデ
ル」と解するとしても，それが法規範として合理性や信頼性を有するためには国民一般の社会的価値観
との間に大きな乖離がないという前提が必要であると考えられる。
　近時の急激な経済社会環境の変化は，20世紀型所得分類課税方式が創設された当時には想定できな
かった数々の構造的な現象をもたらしている。IT化の急速な進展に伴い，かつて事業的規模の取引を行
うためには多大な投資や労働集約的な要素が必要であった経済分野においても，ITの活用により必ずし
もそのようなコストを投資しなくても大量反復的な経済取引が可能となっている。本稿で取り上げた最
高裁判決の事例では，納税者個人はITの活用により少なくとも３年間に数十億円規模の取引を行ってい
た。また，現代における金融所得はもはや一部の富裕層のみの安定的・特権的なものではなく，国民一
般の通常の資産運用手段として定着しつつあり，従来の担税力理論にいう「資産重課」の考え方が必ず
しも妥当しない場面が出現している。取引規模だけで所得分類を判断するのは早計であるが，従来のよ
うな設備投資規模や労働集約性，専業性等を主要なメルクマールとして所得分類を判断することについ
ては，社会通念の側からも，その合理性や妥当性が問われているのではないかと考えられる。
　我が国の所得分類については制度創設後，経済社会環境等に数々の大きな変化があったにもかかわら
ず，終戦直後のシャウプ勧告以来，基本的にその内容の大幅な改正が行われていない。この事実からす
れば，担税力の測定にそこまでの厳格性は要求されていないとも思われる。しかし，仮にその担税力の
認識に関して，量的にも質的にも理念モデルと現実（経済実態や国民の価値観）が大幅に乖離している
所得分類が存在するとすれば，そのような所得分類を放置すること自体が担税力を考慮した適正公平課
税の原則を歪めることになる。担税力に非経済的な社会的価値判断が考慮されているとすれば，その測
定や修正には相当の困難が伴うと思われるが，例えば，一時所得や不動産所得といった所得分類に対し
ては，時代にそぐわない等の理由から廃止論も叫ばれているところである。担税力の理念モデルが経済
社会の実情と乖離することを避け，その合理性を担保していくためには，所得分類の抜本的な見直しを
も含めた，現在の経済社会環境における所得分類の意義や機能についての不断の検証作業が必要である
と考える。
５　結びに代えて
　本稿の執筆時点において，政府の「働き方改革」政策の一環として配偶者控除制度のあり方について
の議論が行われている。その主要な論拠として配偶者控除制度の存在が女性の社会進出を阻害する要因
の一つになっているのではないかという問題提起がされている。
　この問題については，配偶者控除制度の廃止により税負担が増える層の理解が得られにくい等の理由
から抜本的な改革は難しいとの観測がマスコミ等で報道されているが，視点を変えれば，配偶者控除と
いう税制が単なる政治的な利害関係・既得権の問題にとどまらず，専業主婦世帯という家族制度（社会
制度）を優遇する政策として機能し「社会秩序化」したことが，配偶者控除制度の抜本的な改革を困難
にしているという側面も否定できないのではないかと思われる。すなわち，創設当時に存在した個人の
家庭事情等へのきめ細かな配慮を目的とした税制が，経済社会環境の構造的な変化にもかかわらず当初
の制度のまま維持存続された結果，税制の方が個人の家庭等のあり方に影響を及ぼすといった逆転現象
が起きているのではないかということである。
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　本稿で取り上げた20世紀型所得分類課税方式についても同様のことが言えるのではないかと思われ
る。ただし，家庭における配偶者のあり方といった社会制度に比較し経済取引環境の変化のスピードは
急激かつダイナミックであり，より迅速かつ機動的な法的対応が求められる。その典型的な事例が一連
の金融所得一体課税への動きであると考えられるが，現時点では租税特別措置法による「特例措置」扱
いであり，基本税制部分は維持されたままである。
　担税力理論を柱とする現行の所得分類課税方式は近代租税原則を反映したものであるが，その担税力
の測定は定性的なものであり，かつ，その創設時期からは相当の年月が経過している。担税力理論に基
づく所得分類課税方式という基本フレーム自体には合理性があるとしても，各所得の具体的な意義につ
いてはその時々の経済社会環境等を踏まえた再検証を行い，所得分類の再構築に活かすべきではないか
と考える。
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The meaning of the Income Category System 
in Japanese Income Tax Act
－ Responding to the Changing Business Environment －
Mikio Morishita
Abstract
　The purpose of this paper is to consider the meaning of existence of Japanese Income Category System in 
Income Tax Act in recent years.
　The Japanese national tax system is based on the principle that “Income” should be taxed. And taxable income 
of individuals is divided into some categories based on “Earning Capacity”. The amount of each of the categories 
of income is computed, and they are aggregated as “Ordinary Income Amounts”.
　This system was enacted in 1950＇s, so there is the separation of the taxation theory from the present business 
situations, and not always suitable.
　We should recognize the importance of responding to the changing business environment surrounding 
individuals’ economic activities.
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